
 

国土強靱化 民間の取組事例 248   初動体制の構築 

自分を守る！ ▶初動体制の構築 01社員に対する教育・啓発・訓練を行う 

248 命を守り、水産業の事業継続を図る漁協の取組  

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

すくも湾漁業協同組合 
【平成 28年】 

6490005002540 その他事業者 
【漁業】 

高知県 

1 取組の概要 

  平成 13 年に設立された高知県の宿毛市のすくも湾漁協は、宿毛湾の小さな湾ごとにあった漁

協が段階的に合併し、平成 27年 4月現在、本所に加え、18の支所と出張所とで構成されてい

る。 

 高知県では南海トラフ地震により大きな被害を受けることも想定されている。このため、すく

も湾漁協では、平成23年、地震 ・津波発生時の避難行動についての  地震 ・津波防災マニュア

ル」を計画した。平成25年には 水産業事業継続計画（BCP）」を策定した。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 「地震・津波防災マニュアル」を作成し、防災意識啓発と避難訓練に取り組む 

 南海トラフ地震では、宿毛市周辺において最大クラスで震度６、津波

の浸水深は 15～20ｍ、第 1 波到達時間は早いところで 5 分以内と想

定されている。 

 同漁協は、勤務中や漁業就業時間に発生した地震・津波による被害を

軽減するため、 地震・津波防災マニュアル」を平成 23年に定めてお

り、ハザードマップを基にした避難マップの活用方法や津波・地震発

生時の情報伝達方法、避難 ・安否確認方法、情報の収集方法等をまとめ

た。 

 このマニュアルを活用し、毎年４月と10月に漁協職員、

漁業者及び市場関係者を対象に講習会や避難訓練を実施

している。同漁協本所の避難場所は本所から約 600ｍで

あり、訓練において、同漁協の職員はAEDや災害リュッ

ク等を持って避難所までの避難時間を計測して記録して

いる。 

                           

 

 

 

 

▲津波避難マップ 

▲避難訓練の様子 
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漁港での備えと広域連携による事業継続性の向上 

 東日本大震災では、地震 ・津波により多くの漁港で荷捌施設等の機能が失われ、水産物の生産流

通活動が長期にわたり停止した。これを受け同漁協では、命を守る取組に加え、漁業者や市場の

事業継続や地域経済を支えることを目的に、 水産業事業継続計画（BCP）」を策定した。 

 

 水産物の生産流通活動を早期に再開するためには、特定の重要業務に注力することが必要とな

る。同漁協では、売上や取引先、社会的な影響等を考慮した結果、中央市場での販売事業を優先

して復旧 ・再開していく考えに至った。これを受け、水産物の生産流通活動再開に向けて必要と

なる 7 つの資源（人、施設、機械、資材、情報通信、ライフライン、資金）について現状を整

理した上で、事前・事後の各フェーズにおける対策をとりまとめている。 

 緊急避難場所となっている漁協本所裏の高台に、周辺地区と共用の倉庫を設置し、アルミブラ

ンケット、飲料水、非常食等を保管している。緊急時には周辺住民と共同で使用する。被災して

も水産業を早期に再開させるため、施設には液状化対策を平成27年より５年計画で実施し、機

械や資材は購入手配先の確保や備蓄を行い、非常時情報通信手段を確保するなど、優先的に取

り組んでいる。 

 また同漁協は、水産業の事業継続性を高めるため、平成 25年９月に同時被災する可能性の少な

い漁業協同組合 JF しまねと  災害時における相互支援に関する協定書」を締結した。これによ

り有事の際には、職員の派遣、資材の提供、水産物の委託販売、冷凍 ・冷蔵施設の利用等の協力 ・

支援を相互に実施することとしている。 

 

3 取組の平時における利活用の状況 

   水産業事業継続計画 （BCP）」を定めることにより、関係者の連絡先や備品、施設の管理状況

が一目で把握できるようになり、平時の業務においても活用している。 

 半年に一度避難訓練を実施するなど、 地震・津波防災マニュアル」や 水産業事業継続計画

（BCP）」の記載の内容を有事に実践できるよう準備を行っている。 

▲BCPの対象とするエリア 
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 地震 ・津波防災マニュアル」や  水産業事業継続計画 （BCP）」については随時見直しを図り、

改訂を続けている。 

 

4 取組の国土強靭化の推進への効果 

   地震 ・津波防災マニュアル」とその運用により、漁業者や市場関係者が津波から逃れ、命を守

る効果が期待される。また、 水産業事業継続計画 （BCP）」の策定とそれに基づいた事前 ・事後

の対策・訓練を行うことにより、水産物の生産流通活動を早期に再開することができるように

なると期待される。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  大規模災害を想定した計画策定や訓練、協定の締結等を進めることで、漁業関係者はもとより、

港湾施設や機械設備の関係者、行政、他の漁協等との共通認識ができ、防災以外の漁協で必要な

様々な活動についても取組がしやすくなり、連携強化につながっている。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  BCP 改訂のたびに、各項目の妥当性の確認を行い、漂流物の発生防止対策等事前対策のさらな

る充実を行う予定である。また、支所ごとの BCPを作成する予定である。 

 同漁協では、本所等の事務所の機能を喪失した場合における代替拠点について検討する予定で

ある。 

 

7 周囲の声 

  災害時の避難対策だけではなく、同時被災する可能性が低い漁協との連携促進等、漁協の事業

継続計画も見込んでいる取組となっている。（防災関係団体） 
 


